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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第103期

第１四半期連結
累計期間

第104期
第１四半期連結
累計期間

第103期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成28年４月１日
至平成28年６月30日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （千円） 5,058,633 4,931,064 20,512,186

経常利益 （千円） 314,263 313,518 1,473,518

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 259,737 222,360 1,259,656

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 340,806 247,898 1,620,771

純資産額 （千円） 12,723,233 14,250,062 14,002,362

総資産額 （千円） 56,362,234 56,327,450 56,331,936

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 6.76 5.79 32.77

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 22.6 25.3 24.9

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

2【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　　　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

 　業績の状況

　当第1四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和を背景に、企業収益や雇

用・所得環境の改善がみられる等、国内景気は穏やかな回復の動きがみられる一方で、海外経済の下振れによる

影響などのリスクも抱えており、景気に対する先行きは不透明な状況にあります。

　こうした事業環境の中、当社グループでは中期経営計画の目標を達成すべく積極的に事業を展開したものの、

当第１四半期連結累計期間の総売上高は4,931,064千円（前年同期比2.5%減）、営業利益は475,295千円（同5.4%

減）、経常利益は313,518千円（同0.2%減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は222,360千円（同14.4%減）と

なりました。

 

　セグメントの業績は、次の通りであります。

 

　運輸事業におきましては、乗合バス部門では、「もっと確かな乗り物」を目指し定時性向上の取組みを継続した

ことと併せ、平成28年3月26日にダイヤ改正を行ない、利便性の向上にも努めました。しかしながら、下越地方一帯

のローカル路線において利用者が減少していることに加え、イベント開催時の臨時バス輸送が振るわなかったこと

等により、前年同期比減収となりました。

　高速バス部門では、県外高速バスは大型連休分散の影響や長野線において前年の善光寺御開帳による特需がな

かったこと、県内高速バスにおいては平成28年3月31日に巻線の運行廃止を行なったことにより、前年同期比減収と

なりました。

　貸切バス部門では、貸切バス新運賃制度導入によるバス単価上昇効果があった反面、各種大会やスポーツ遠征

等、近距離貸切輸送の減少に繋がり、前年同期比減収となりました。

　この結果、運輸事業の売上高は2,326,747千円（前年同期比4.2%減）、営業損失21,582千円（前年同期は営業利益

34,936千円）となりました。

 

　不動産事業では、万代シテイの賑わい創出のため、万代シテイ商店街振興組合やメディア各社と連携し、「万代

アースフェスタ2016」（平成28年5月3日～5日）や「居酒屋大サーカスin 新潟 2016」（平成28年5月28日～29

日）、「万代ファミリーフェスタ2016」（平成28年6月25日～26日）を実施するなど、万代シテイへの来街客増加に

努めました。

　この結果、不動産事業の売上高は749,283千円（前年同期比0.6%減）、営業利益375,694千円（同10.6%増）となり

ました。

 

　商品販売事業では、基幹の観光土産品卸売部門は県内の観光客数の減少により苦戦しましたが、直営売店部門に

おいて様々な催事での商品販売が堅調に推移しました。

　この結果、商品販売事業の売上高は594,790千円（同5.3%増）、営業利益4,341千円（同71.1%減）となりました。

 

　旅館事業では新潟市内の「万代シルバーホテル」では、直営の飲食店にて期間限定で人気キャラクターとコラボ

イベントを行い増収に努めましたが、売上高は前年同期比減収となりました。

　佐渡市内の「国際佐渡観光ホテル八幡館」では、営業強化及びサービス向上に努めた結果、売上高は前年同期

比増収となりました。

　この結果、旅館事業の売上高は495,632千円（同0.8%減）、営業利益22,461千円（同76.3%増）となりました。
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　その他事業のうち旅行業においては、お客様のニーズの多様化に合わせた旅行商品を企画し販売強化に努めまし

たが、バス単価上昇の影響により各種大会やスポーツ遠征等の受注が苦戦し、前年同期比減収となりました。

　広告代理業においては、広告需要が低調に推移する中、行政、観光協会および県内外の交通広告代理店に対し積

極的な営業活動を展開しましたが、前年受注した大口受注の剥落の要因があり、前年同期比減収となりました。

　航空代理業においては、団体向け国内旅行商品の販売額が前年を上回り、前年同期比増収となりました。

　清掃・設備・環境業においては、リサイクル部門における古紙やペットボトルの価格下落等、厳しい事業環境が

続き前年同期比減収となりました。

　この結果、その他事業全体の売上高は764,611千円（同5.9%減）、営業利益94,090千円（同4.9%減）となりまし

た。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年８月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 38,640,000 38,640,000
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数は1,000

株であります。

計 38,640,000 38,640,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年４月１日～

平成28年６月30日
- 38,640 - 4,220,800 - 2,872,932

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

205,000
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

38,098,000
38,098 －

単元未満株式
普通株式

337,000
－

１単元（1,000株）

未満の株式

発行済株式総数 38,640,000 － －

総株主の議決権 － 38,098 －

 

②【自己株式等】

 

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

新潟交通株式会社
新潟県新潟市中央区

万代一丁目６番１号
205,000 － 205,000 0.53

計 － 205,000 － 205,000 0.53

 

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、高志監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,482,828 2,498,094

受取手形及び売掛金 1,181,014 1,346,274

商品及び製品 228,099 257,059

原材料及び貯蔵品 103,914 105,673

その他 560,663 475,175

貸倒引当金 △4,888 △5,567

流動資産合計 4,551,631 4,676,709

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 10,742,423 10,561,081

土地 36,862,522 36,862,501

その他（純額） 2,722,783 2,765,530

有形固定資産合計 50,327,729 50,189,113

無形固定資産 293,999 283,707

投資その他の資産 ※ 1,158,575 ※ 1,177,919

固定資産合計 51,780,304 51,650,741

資産合計 56,331,936 56,327,450

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 843,363 1,071,572

短期借入金 8,725,677 7,585,548

未払法人税等 390,850 36,329

賞与引当金 141,550 95,453

その他 3,243,921 3,588,143

流動負債合計 13,345,363 12,377,046

固定負債   

社債 329,400 329,400

長期借入金 20,414,427 21,142,518

再評価に係る繰延税金負債 4,015,867 4,015,861

役員退職慰労引当金 192,746 126,563

退職給付に係る負債 541,042 534,245

その他 3,490,727 3,551,752

固定負債合計 28,984,211 29,700,341

負債合計 42,329,574 42,077,387
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,220,800 4,220,800

資本剰余金 2,946,554 2,946,554

利益剰余金 △1,441,013 △1,218,638

自己株式 △35,066 △35,265

株主資本合計 5,691,274 5,913,451

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △1,706 △3,358

繰延ヘッジ損益 － 34,440

土地再評価差額金 8,215,772 8,215,758

退職給付に係る調整累計額 97,021 89,769

その他の包括利益累計額合計 8,311,087 8,336,610

純資産合計 14,002,362 14,250,062

負債純資産合計 56,331,936 56,327,450

 

EDINET提出書類

新潟交通株式会社(E04155)

四半期報告書

 9/16



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

売上高 5,058,633 4,931,064

売上原価 3,462,406 3,393,710

売上総利益 1,596,226 1,537,353

販売費及び一般管理費 1,093,819 1,062,058

営業利益 502,407 475,295

営業外収益   

受取利息 168 123

受取配当金 5,944 5,948

還付消費税等 5,274 －

その他 5,524 5,122

営業外収益合計 16,912 11,193

営業外費用   

支払利息 200,859 169,310

持分法による投資損失 140 114

その他 4,056 3,546

営業外費用合計 205,055 172,971

経常利益 314,263 313,518

特別利益   

固定資産売却益 12,579 2,987

補助金収入 3,013 －

その他 － 157

特別利益合計 15,592 3,144

特別損失   

固定資産売却損 1,598 39

固定資産除却損 333 912

特別損失合計 1,932 951

税金等調整前四半期純利益 327,923 315,711

法人税、住民税及び事業税 42,158 15,644

法人税等調整額 26,027 77,706

法人税等合計 68,186 93,350

四半期純利益 259,737 222,360

親会社株主に帰属する四半期純利益 259,737 222,360

 

EDINET提出書類

新潟交通株式会社(E04155)

四半期報告書

10/16



【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

四半期純利益 259,737 222,360

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 3,154 △1,651

繰延ヘッジ損益 － 34,440

退職給付に係る調整額 77,914 △7,251

その他の包括利益合計 81,068 25,537

四半期包括利益 340,806 247,898

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 340,806 247,898

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以降に取得した建物附

属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　この変更が、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　　　※投資その他の資産の金額から直接控除している引当金の額
 

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

貸倒引当金 34,390千円 34,390千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

減価償却費 376,586千円 387,982千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

配当金支払額

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

配当金支払額

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 運輸事業 不動産事業 商品販売事業 旅館事業 計

売上高          

外部顧客へ

の売上高
2,427,558 753,447 565,040 499,663 4,245,709 812,923 5,058,633 － 5,058,633

セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

39,580 112,645 11,810 7,154 171,189 167,971 339,160 △339,160 －

計 2,467,138 866,092 576,850 506,817 4,416,898 980,894 5,397,793 △339,160 5,058,633

セグメント利

益
34,936 339,661 15,031 12,742 402,371 98,895 501,267 1,140 502,407

　（注）１．「その他」区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、旅行業、清掃・設備

     ・環境業、広告代理業、航空代理業等を含んでいます。

　２．セグメント利益の調整額1,140千円は、セグメント間取引消去によるものです。

　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

   該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 運輸事業 不動産事業 商品販売事業 旅館事業 計

売上高          

外部顧客へ

の売上高
2,326,747 749,283 594,790 495,632 4,166,453 764,611 4,931,064 － 4,931,064

セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

37,732 114,239 11,545 9,574 173,090 165,297 338,387 △338,387 －

計 2,364,479 863,522 606,335 505,206 4,339,543 929,908 5,269,451 △338,387 4,931,064

セグメント利

益又は損失

（△）

△21,582 375,694 4,341 22,461 380,914 94,090 475,005 290 475,295

　（注）１．「その他」区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、旅行業、清掃・設備

     ・環境業、広告代理業、航空代理業等を含んでいます。

　２．セグメント利益又は損失（△）の調整額290千円は、セグメント間取引消去によるものです。

　３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

   該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 6円76銭 5円 79銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
259,737 222,360

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
259,737 222,360

普通株式の期中平均株式数（千株） 38,438 38,434

　　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年８月８日

新潟交通株式会社

取締役会　御中

 

高志監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 阿部　和人　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 竹田　信一　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新潟交通株式会

社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新潟交通株式会社及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。
 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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